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規約人権委員会の「見解(Views)」の概要(1)

翻　　　訳

Translation

規約人権委員会の「見解(Views)」の概要(1)
-1985年度1986年度-

Annual Summary of the Views

of the International Covenanton the Civil

and Political Rights (1): 1985-1986

人権条約研究会訳*

Translation by the Study Group on the Human Rights Treaties*

Abstract

Today, the Views of the Human Rights Committee are numerous, and it may be difficult

to look into the overall of the activities of the Committee in this regard. Annual Reports of

the Committee contain the chapter which summarizes the activities of the Committee, and

provides us the useful way to search the important Views in the year concerned. For this

reason, we consider it appropriate to translate this part of the Report into Japanese.

キーワード:市民的及び政治的権利に関する国際規約、規約人権委員会、 「見解」

Keywords : the International Covenant on the Civil and Political Rights, the Human Rights

Committee, Views

*　大阪大学
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翻訳の連載にあたって

ここに訳出するのは、 「市民的及び政治的権利に関する国際規約」 (以下、 「自由権規約」、

または単に「規約」という)に基づいて設立された「人権委員会」 (以下、 「委員会」、又は「規

約人権委員会」ともいう)が国連総会に提出した各年次報告書のなかで、個人通報制度に基

づく委員会の活動を要約した部分である。

人権委員会が個人通報に関して示す「見解(Views)」は、自由権規約の各条文の解釈を検

討する上で不可欠の資料である。しかし、今日、 「見解」の数は多数に及び、その全貌や動向

は容易にはつかみがたい。もとより、 「見解」の動向を知る方法には様々なものがあるが、そ

の1つとして便利なのものは、ここに翻訳する年次報告書の該当部分を参照することである。

1984年までの動向を記載したものは、すでに佐藤文夫教授によりなされている(「規約人権

委員会による個人通報に基づく争点の整理(1984年)」 『成城法学』 (1985年))。この翻訳はそ

れに続く各年度の該当部分を継続的に翻訳するものである。この翻訳の対象となる部分は、

委員会が責任を負うものではない。しかし、各年度の「見解」の概要や動向を知ることは十

分に可能である。この点でこの翻訳を公表する意義があると考え、ここに訳出する次第であ

る。

この翻訳は、大阪大学大学院国際公共政策研究科において村上正直が担当する「プロジェ

クト演習(条約機関の実行)」の成果である。この授業では、受講者に各年度の翻訳を割り当

て、それを全員で検討するという形式で行われた。その検討は、訳文の正確性はいうまでも

なく、 「てにをは」までにも及ぶ。その意味で、この訳文は参加者全員の成果である。ただ、

担当者の労は多大のものがあり、その労を考慮して各年度の翻訳の末尾にその氏名を記載し

た。全員で検討した訳文とはいえ、誤訳や不適切な訳も多々あるものと思われる。ご指摘や

ご批判を]頁戴できれば幸いであるO

翻訳の対象となった該当部分は、年次報告書の年度と文書番号、該当ページをもって示し、

また、各文の最初にみられる数字は原文のパラグラフであり、翻訳文中の注とその番号も原

文にあるものである。なお、国名は「世界の国一覧表2000年版」 (財団法人世界の動き社)に

拠っている。

(村上正直)
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985年度(A/40/40′ pp. 139-147.)

V.選択議定書に基づく通報の検討
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A.序

686.市民的及び政治的権利に関する国際規約の選択議定書に基づき、規約が定める自己の権

利のいずれかを侵害されたと主張し、かつすべての利用可能な国内的な救済措置を尽くした

個人は、検討のため人権委員会に書面による通報を提出をすることができる。規約に加入し

又は規約を批准した80カ国のうち、 35カ国が選択議定書を批准し、又は選択議定書に加入す

ることにより、個人の申立を取り扱う委員会の権限を受諾している。これらの国は、バルバ

ドス、ボリビア、カメルーン、カナダ、中央アフリカ、コロンビア、コンゴ、コスタリカ、

デンマーク、ドミニカ共和国、エクアドル、フィンランド、フランス、アイスランド、イタ

リア、ジャマイカ、ルクセンブルグ、マダガスカル、モーリシャス、オランダ、ニカラグア、

ノルウェー、パナマ、ペルー、ポルトガル、セントビンセントおよびグレナディ-ン諸島、

セネガル、スペイン、スリナム、スウェーデン、トリニダード・トバゴ、ウルグアイ、ベネ

ズェラ、ザイール及びザンビアである。委員会は、この議定書の締約国でない規約の締約国

についての通報を受理してはならない。通報は21の締約国に関して受理されている。

B.作業の進捗状況

687.委員会が、 1977年の第2会期において選択議定書に基づく作業を開始して以来、 189件

の通報が検討のため委員会に提出されてきた(そのうちの174件は、第2会期から第22会期ま

でに委員会に提出された。さらに残りの15件はそれ以降、つまり本報告書の扱う第23会期、

第24会期及び第25会期に委員会に提出された)。第2会期から第16会期(1982年7月)までの

選択議定書に基づいてなされた精選決定集は、 1985年に刊行された20)

688.これまでに検討のため委員会に提出された189件の通報の状況は、次の通りである。

(a)選択議定書5条4項の見解で終結したもの、 68件、

(b)他の形式(非許容、審議打切、停止又は取下げ)で終結したもの、 92件、

(C)許容と宣言されたが、いまだ、終結に至っていないもの、 13件、

20)国連刊行物、 Sales No.E.84.XIV. 2,現在は英語によるもののみ入手可能。他の言語によるものは準備中o
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(d)許容性認定に至っていないもの、 16件(うち12件は委員会の暫定手続規則第91条に基

づき締約国へ送付された)0

689.第23会期から第25会期で、委員会は選択議定書に基づいて提出された多くの通報を審議

した。委員会はそれらに対する見解を採択することにより、 12件の事件の検討を終結した。

それらは、 No. 89/1981 {Paavo Muhonen v. Finland)、 No. 115/1982 {John Wight v. Mada-

gascar)、 No. 132/1982 (Monja Jaona v. Madagascar)、 No. 139/1983 (Hiber Conteris v.

Uruguay)であり、 Nos. 146, 148-154/1983までの、 8件の事件が併合審査された　{Kanta

Baboeram-Adhin, Johnny Kamperveen, Jenny Jamila Rehnuma Karamat AH, Henry Fran-

goir Leckie, Vidya Sa砂uvati Oemrawsingh-Adhin, Astrid Sila Bhamini-Devi Sohansingh-

Kamhai, Rita Dulci Imanuel-Raha桝αn, and Irma Soeinem Hoost-Boldwijn v. Suriname) 0

委員会はまた、通報が非許容であると宣言して、 10件の事件の検討を終結した。それらは次

の事件である　No. 113/1981 (C. F. etal.v. Canada)、 No. 158/1983 (O. F. v. Norway)、 No.

168/1984 ( V. O. v. Norway)、 No. 173/1984 (M. F. v. the Netherlands)、 No. 174/1984 (/. K.

v. Canada)、 No. 175/1984 (N. B. v. Sweden)、 No. 178/1984 (/. D. B. v. the Netherlands) 、

No. 183/1984 (D. F. etal. v. Sweden)、 No. 185/1984 (L. T. K. v. Finland)、 No. 187/1985

(J. H.v. Canada)である。 12件の事件について採択された見解、及び非許容と宣言された

10件の事件に関する決定は、本報告書の付属文書VIIから付属文書ⅩⅩIに再録されている。

他の11件の事件の検討は、審議打切となった(そのうち4件は通報者の要請によるものであ

る)0 (委員会の暫定手続規則第91条に従い締約国に送付され、又は許容性が宣言された)多

くの係争中の事件に関して、手続的な決定がなされ、他の係争中の事件に関しては事務局の

活動が要請された。

C.委員会により検討された争点

690. 1977年の第2会期から1984年の第22会期までの選択議定書に基づく委員会の作業の概

観は、とりわけ、委員会により検討され、決定が下された手続的及び実体的争点の要約が含

まれている1984年の委員会の年次報告書21)を参照されたい。選択議定書に基づいて委員会が

採択した見解と、通報を非許容と宣言した決定の全文は、委員会の年次報告の付属文書に毎

年再録されている。前記のパラグラフ687で示したように、第16会期(1987年7月)を含む現

在までの選択議定書に基づく委員会の決定の精選決定集は、国際連合刊行物(No. E.84. XIV.

2.)として出版されている。

21)総会公式記録、第39会期、補遺No.40 (A/39/40)、補遺No.40 (Aノ39/40 and Corr. 1 and 2.), chap.III.
























